
 

「火薬類の輸入の承認について」等の一部改正案（他法令改正に伴う改正）に対する意見募集の結果について 

 

令和８年６月２４日 

経 済 産 業 省 

貿 易 管 理 課 

 

「火薬類の輸入の承認について」等の一部改正案（他法令改正に伴う改正）について、令和８年５月１５日から同年６月１３日まで意見募集

を実施しました。 

提出意見と提出意見を考慮した結果については以下のとおりです。 

 
御意見の概要 御意見に対する考え方 

１ OKです 御意見ありがとうございます。 

引き続き、火薬類及び機械類の適切な貿易管理に努めてまいります。 

２ 書類というものは、当該書類だけで 内容が解る物でなくてはならな

いはずだ。 

簡略化などと理由を付けているが、対象物が特定出来ない書類では、

意味が無いだろう。 

二重チェックの目的も兼ねて、元の書式のままとすべきだ。 

御意見ありがとうございます。 

今回の「火薬類輸入承認申請明細書」及び「機械類輸入承認申請明細書」の

改正は、審査に直接関係のない情報を削除するとともに、輸入承認申請書に記

載を求めている項目との重複を排除するものです。申請にあたっては、対象物

を確認するため、添付書類として輸入商品のカタログ類の提出が必要です。加

えて、輸入の承認に当たり必要がある場合にはその他の書類の提出を求めるこ

とができます。これらの資料により輸入する対象物を特定しています。 



３ 提出意見： 

・該当箇所 

様式及びそれに関係する要件について全般的に 

・意見内容 

法人である事業者等が輸入を行う場合は、法人番号の記載を行わせる

ようにされたい。 

そのために、輸入手続のための様式においては輸入者・申請者につい

て、法人番号を記入する欄を設けられたい。 

・理由 

安全のためにその方が良いからである。 

火薬・火器の輸入については、通常の物品（といっても薬剤等につい

ても管理は厳重に行われる必要があるが。日本はフェンタニル原料の輸

出中継地として機能してしまっている部分があるのであるし、反省すべ

きである。）よりもより一層厳重適正な管理が必要になると思われる

が、より適正な管理を行うためには、法人である事業者について法人番

号の提出を行わせる事が有用であるはずである（法人（及びその代表

者）についての把握が確実容易に行えるようになるし、ニセ法人による

問題は激減するはずであるので。）。 

であるので、通常の輸出入事務よりもより一層の必要性があると指摘

するのであるが、輸入に際しての輸入者・申請者について、法人である

事業者等が輸入を行う場合は、法人番号の記載・提出を行わせるように

されたい。 

（そもそも輸出入事務全般においてそうすべきと考えるのであるが

（していないのは経済産業省による日本及び国際社会への裏切りと見

る。）、火薬・火器については、その厳重適正に管理すべきという一般よ

りもより高いニーズから、より高い必要亜性があると考える。） 

御意見ありがとうございます。 

外為法に基づく申請手続に係る法人番号の記入については、電子申請におい

ては導入されているところです。 

今後とも、必要に応じて法人番号の利用を検討してまいります。 

 


